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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期
第２四半期
連結累計期間

第66期
第２四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自平成27年３月１日
至平成27年８月31日

自平成28年３月１日
至平成28年８月31日

自平成27年３月１日
至平成28年２月29日

売上高 （百万円） 21,517 21,033 47,723

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △229 △555 423

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益

（百万円） △263 △645 278

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △250 △637 294

純資産額 （百万円） 3,835 3,742 4,380

総資産額 （百万円） 28,468 23,811 28,047

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △1.29 △3.17 1.36

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 13.3 15.5 15.5

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 306 3,130 2,741

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 233 △130 140

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △209 △2,500 △2,148

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 2,422 3,324 2,824

 

回次
第65期
第２四半期
連結会計期間

第66期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成27年６月１日
至平成27年８月31日

自平成28年６月１日
至平成28年８月31日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 0.32 △0.49

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第65期第２四半期連結累計期間及び第66期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため、第65期の潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済政策等により、緩やかな景気回復基調にあるも

のの、新興国経済の減速などから内需への影響も懸念され、先行き不透明感が増しました。

住宅市場におきましては、マイナス金利などの影響で集客はやや活性化したものの、消費税率10%への増税時期の

延期などを要因として、商談は長期化する傾向にありました。

このようなマーケット環境のもと、当社は、平成28年５月末開催の定時株主総会を経て、本社を株式会社ヤマダ電

機の本社所在地の群馬県高崎市に移転（平成28年５月27日付登記）、本部機能の強化及び効率化を図り、新たな経営

体制のもと第２四半期以降、積極的な経営の取り組み及び構造改革を強力に推進してまいりました。

具体的には、ヤマダ電機グループのＣＩ戦略に基づき、８年ぶりとなるＴＶＣＭの放映、毎週全国に約3,100万部

配布されるチラシを活用した共同販促に加え、全展示場の改装・建替え（平成28年６月30日付リリース：

http://www.sxl.co.jp/corporate/news/20160630.html）や、展示場モデルハウスへの誘引率アップのための積極的

な人員の採用（約60名）と戦力化を図ることで営業体制の強化を図るなど、積極的な先行投資による計画外費用の発

生はあるものの、認知度の向上、ストアロイヤリティ向上のための取り組みにより、今後、更なる成果としてつな

がっていくものと認識しております。

これらの経営背景を踏まえ、当第２四半期における各展示場の集客率は、前年対比大幅に増加致し、受注高も回復

傾向にありますが、新体制移行前の第１四半期における営業プロセス管理、見込み顧客の先行管理が不十分であった

ことから、注文住宅の受注が伸び悩み、第２四半期における着工数が見込みを下回りました。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は210億３千３百万円（前年同期比2.3％減）となり、営業

損失は５億４千２百万円（前年同期 営業損失２億１千３百万円）、経常損失は５億５千５百万円（前年同期 経常損

失２億２千９百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は６億４千５百万円（前年同期 親会社株主に帰属する

四半期純損失２億６千３百万円）となりました。

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

[住宅事業]

当社グループの主力事業である住宅事業部門につきましては、創業者小堀林衛氏の“住まいの哲学”による思いを

全社員が共有し、コンセプトの明確化のため「納得価格と永久保証、伝統小堀の高級注文住宅」のプレートを展示場

に設置、ブランドイメージの向上を図りました。

また、５つの特徴（①「伝統小堀の高品質デザイン」、②「大震災に強い耐震性」、③「鉄骨より強い耐火性」、

④「カビが発生しにくい壁内換気システム」、⑤「ヤマダグループのネットワークでＺＥＨ」）を全社員にあらため

て教育・周知することで、自社商品の良さを再認識し、お客様への訴求ポイントを明確にしたコンサルティング営業

戦略により拡販を図りました。

また、経営構造改革として、全展示場の改装・建て替えや第１四半期中より、展示場におけるモデルハウスへの誘

引率アップの為の人員の積極採用（約60名）によりプレゼン率を高め、受注率向上に努めた結果、第２四半期以降の

受注増加へ転じており、確かな手ごたえを感じておりますが、注文住宅においては第１四半期の受注が伸び悩んだこ

とによって着工数が減少しました。一方特建部門では売上等が順調に推移いたしました。以上の結果、売上高は171

億４千２百万円（前年同期比3.7％増）となりましたが、中長期的な視点での積極的な先行投資による費用が発生し

たことから、営業損失は６千３百万円（前年同期 営業損失７千８百万円）となりました。
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[リフォーム事業]

リフォーム事業につきましては、オーナー様を対象とした自社物件の受注活動、他社施工物件の受注活動を行いま

したが、第１四半期においてオーナー様向け太陽光発電販売の減少、また受注体制整備が遅れた結果、契約高が大幅

に減少しました。その反省を踏まえ、第２四半期以降の抜本的対策として、ヤマダ電機スマニティーコーナーへの窓

口を設置し、グループ内の連携を強化することで、オーナー様案件以外の積極的な契約高増進を図っておりますが、

第２四半期までの契約高が減少したことから、売上高は35億９百万円（前年同期比23.4％減）、営業損失は２億１千

８百万円（前年同期 営業利益８千７百万円）となりました。

 

[不動産賃貸事業・その他]

不動産賃貸事業につきましては、売上高は２億７千４百万円（前年同期比1.2％増）となり、営業利益は１億３千

５百万円（前年同期比4.0％減）となりました。

その他の事業につきましては、天候の影響による売電の減少や長期火災保険の廃止などによる保険料収入の減少の

ため、売上高は１億７百万円（前年同期比18.0％減）、営業利益は６千６百万円（前年同期比23.3％減）となりまし

た。

 

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ９億１百万円増加し、33億２

千４百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは31億３千万円（前年同期は３億６百万

円）となりました。これは主に、仕入債務の減少（△17億２千６百万円）等による支出があったものの、売上債権の

減少（28億９千８百万円）、分譲物件の売上によるたな卸資産の減少（18億３百万円）等による収入があったことに

よるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは△１億３千万円（前年同期は２億３千３

百万円）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出（△１億３千２百万円）及び有形固定資産の売

却による収入（２千１百万円）によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは△25億円（前年同期は△２億９百万円）

となりました。これは主に、短期借入金の純減額（△４億２千万円）、及び長期借入金の返済による支出（△20億

円）等によるものであります。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4）研究開発活動

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は５千２百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年10月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 204,018,184 204,018,184
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

1,000株

計 204,018,184 204,018,184 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成28年６月１日

～

平成28年８月31日

－ 204,018,184 － 9,068 － 1,100

 

EDINET提出書類

株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム(E00170)

四半期報告書

 6/21



（６）【大株主の状況】

  平成28年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
(％）

株式会社ヤマダ電機 群馬県高崎市栄町１番１号 105,650 51.78

キシシタ建資株式会社 兵庫県西宮市与古道町２－30 2,614 1.28

株式会社ＬＩＸＩＬ 東京都江東区大島２丁目１－１ 2,546 1.25

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３番２号 2,472 1.21

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,920 0.94

楽天証券株式会社 東京都世田谷区玉川１丁目14－１ 1,703 0.83

榊原三郎 横浜市 1,257 0.62

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口１）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,225 0.60

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,195 0.59

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口６）
東京都中央区晴海１丁目８－11 1,176 0.58

計 － 121,758 59.68

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は1,856千株

であります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年８月31日現在
 

区分 株式数（株）
議決権の数
（個）

内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　 82,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　203,567,000 203,567 －

単元未満株式 普通株式　　　369,184 － －

発行済株式総数 204,018,184 － －

総株主の議決権 － 203,567 －

 

②【自己株式等】

平成28年８月31日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ヤマダ・

エスバイエルホーム

群馬県高崎市栄町

１番１号
82,000 － 82,000 0.04

計 － 82,000 － 82,000 0.04

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成28年６月１日から平

成28年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年８月31日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,824 3,324

受取手形・完成工事未収入金等 6,774 3,876

未成工事支出金 506 770

販売用不動産 6,030 4,060

仕掛販売用不動産 267 135

材料貯蔵品 281 287

その他 444 447

貸倒引当金 △100 △98

流動資産合計 17,029 12,801

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 7,941 8,044

土地 6,567 6,597

その他 2,313 2,238

減価償却累計額 △7,032 △7,016

有形固定資産合計 9,790 9,862

無形固定資産 102 101

投資その他の資産   

その他 1,732 1,652

貸倒引当金 △607 △607

投資その他の資産合計 1,125 1,044

固定資産合計 11,018 11,009

資産合計 28,047 23,811

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 6,484 4,757

短期借入金 － 480

関係会社短期借入金 900 －

未払法人税等 91 60

未成工事受入金 1,605 2,333

賞与引当金 56 58

完成工事補償引当金 192 179

工事損失引当金 14 14

その他 1,569 1,549

流動負債合計 10,915 9,434

固定負債   

関係会社長期借入金 10,000 8,000

退職給付に係る負債 395 411

資産除去債務 234 215

その他 2,122 2,007

固定負債合計 12,752 10,634

負債合計 23,667 20,068
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成28年２月29日)

当第２四半期連結会計期間
(平成28年８月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,068 9,068

資本剰余金 1,100 1,100

利益剰余金 △6,038 △6,684

自己株式 △9 △10

株主資本合計 4,120 3,474

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 18 16

土地再評価差額金 220 225

退職給付に係る調整累計額 △19 △16

その他の包括利益累計額合計 219 226

非支配株主持分 40 42

純資産合計 4,380 3,742

負債純資産合計 28,047 23,811
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

売上高 21,517 21,033

売上原価 17,156 16,986

売上総利益 4,361 4,046

販売費及び一般管理費 ※ 4,574 ※ 4,589

営業損失（△） △213 △542

営業外収益   

受取利息 2 4

受取賃貸料 24 28

解約金収入 7 6

その他 35 15

営業外収益合計 70 54

営業外費用   

支払利息 67 51

賃貸収入原価 13 15

その他 6 0

営業外費用合計 86 67

経常損失（△） △229 △555

特別利益   

固定資産売却益 40 13

特別利益合計 40 13

特別損失   

減損損失 5 －

事業構造改善費用 25 －

本社移転費用 － 56

その他 0 2

特別損失合計 31 58

税金等調整前四半期純損失（△） △220 △601

法人税、住民税及び事業税 37 42

法人税等調整額 5 0

法人税等合計 42 42

四半期純損失（△） △263 △643

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 2

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △263 △645
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

四半期純損失（△） △263 △643

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △0 △2

土地再評価差額金 10 5

退職給付に係る調整額 2 2

その他の包括利益合計 12 6

四半期包括利益 △250 △637

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △251 △639

非支配株主に係る四半期包括利益 0 2
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年８月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成28年３月１日
　至　平成28年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △220 △601

減価償却費 117 126

減損損失 5 －

引当金の増減額（△は減少） △25 △14

受取利息及び受取配当金 △3 △5

支払利息 67 51

売上債権の増減額（△は増加） 1,405 2,898

たな卸資産の増減額（△は増加） 867 1,803

仕入債務の増減額（△は減少） △1,718 △1,726

未成工事受入金の増減額（△は減少） 463 728

その他 △495 △4

小計 463 3,255

利息及び配当金の受取額 3 5

利息の支払額 △67 △51

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △93 △79

営業活動によるキャッシュ・フロー 306 3,130

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △186 △132

有形固定資産の売却による収入 452 21

長期貸付金の回収による収入 5 3

その他 △38 △23

投資活動によるキャッシュ・フロー 233 △130

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △130 △420

長期借入金の返済による支出 － △2,000

リース債務の返済による支出 △78 △80

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △209 △2,500

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 330 499

現金及び現金同等物の期首残高 2,091 2,824

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,422 ※ 3,324
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日、以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日、以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日、以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持変

動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する

方法に変更しています。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計

処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反

映させる方法に変更しています。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への

表示の変更を行っています。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に

ついては、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っています。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しています。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応

報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる当第２四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（追加情報）

（法人税率の変更等による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は、従来の32.1％から平成29年３月１日に開始する連結会計年度及び平成30年３月１日に開始する連結

会計年度に解消が見込まれる一時差異については30.7％に、平成31年３月１日に開始する連結会計年度以降に解消

が見込まれる一時差異については30.5％に変更となります。

　なお、上記は平成28年５月に実施した大阪府大阪市から群馬県高崎市への本社移転後の繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率であり、これによる当第２四半期連結財務諸表に与える影響は軽微でありま

す。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　保証債務

前連結会計年度
（平成28年２月29日）

当第２四半期連結会計期間
（平成28年８月31日）

住宅購入者等のための保証債務 823百万円 住宅購入者等のための保証債務 641百万円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
　　至　平成27年８月31日）

　当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
　　至　平成28年８月31日）

広告宣伝費 717百万円 739百万円

貸倒引当金繰入額 9 △0

従業員給与手当 1,931 1,938

賞与引当金繰入額 20 20

退職給付費用 96 101

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
 
 

 
 
 

前第２四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成28年３月１日
至 平成28年８月31日）

 現金預金勘定 2,422百万円 3,324百万円

 現金及び現金同等物 2,422 3,324 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自 平成27年３月１日 至 平成27年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 住宅事業

リフォー

ム事業

不動産

賃貸事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 16,533 4,582 270 21,387 130 21,517 － 21,517

セグメント間の内部

売上高又は振替高
6 － 1 8 － 8 △8 －

計 16,540 4,582 272 21,395 130 21,526 △8 21,517

セグメント利益又は損

失（△）
△78 87 141 150 86 236 △450 △213

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業部門であり、売電部門及び保険部門を含んでおりま

す。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△450百万円は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自 平成28年３月１日 至 平成28年８月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
 住宅事業

リフォー

ム事業

不動産

賃貸事業
計

売上高         

外部顧客への売上高 17,142 3,509 274 20,925 107 21,033 － 21,033

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8 － 3 12 － 12 △12 －

計 17,151 3,509 277 20,938 107 21,045 △12 21,033

セグメント利益又は損

失（△）
△63 △218 135 △147 66 △80 △462 △542

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業部門であり、売電部門及び保険部門を含んでおりま

す。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△462百万円は、報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年８月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成28年３月１日
至　平成28年８月31日）

　１株当たり四半期純損失金額 1円29銭 3円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（百万円）
263 645

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失金額（百万円）
263 645

普通株式の期中平均株式数（千株） 203,943 203,936

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年10月12日

株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　純司　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮一　行男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマ

ダ・エスバイエルホームの平成28年３月１日から平成29年２月28日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

28年６月１日から平成28年８月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成28年３月１日から平成28年８月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四

半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダ・エスバイエルホーム及び連結子会社の平成28年８月

31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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